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要旨 

 本稿は、2023 年度より神戸大学で開講している全学共通授業科目「複言語共修セミナー

（タンデム・外国語としての日本語）」での多文化共修教育の実践を報告し、神戸大学で全

学の学士課程レベルの学生を対象とした正課での多文化共修教育の意義を考察する。具体

的には、1 クラス 100 名前後の規模で実施した授業の様子や実施体制、授業運営で得られ

た知見を実践状況とともに論じる。考察の結果、同科目の実践や履修学生向けのアンケー

ト結果などから、100 名規模の多文化共修は実現不可能とは言い切れないことが示唆され

た。しかし、授業運営のためには国際学生数の確保や TA・SA 予算の問題、生成 AI との共

存や、汎用性を高められる多文化共修科目の開発など、複数の課題が浮き彫りになった。

新規の多文化共修科目を担当した教員の視点から、教養教育がもたらし得る多文化共修の

価値、神戸大学での多文化共修と国際教育交流の課題や今後の可能性を整理し示す。 

 

1． はじめに：本研究の背景 

1.1．日本の国際教育交流の動向 

日本の大学における国際教育交流は、1980 年代からの「留学生 10 万人計画」を筆頭に

学生受入が、2010 年代からは学生派遣に関する各種政策等が展開されている。多様で複雑

な社会課題が増幅する昨今、日本の高等教育機関に求められる国際教育交流の充実化は、

国の政策等により、さらなる推進へと向かっている。2023 年 4 月、内閣官房 教育未来創

造会議の第二次提言「未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ＜J-MIRAI＞」にお

いて、2033 年までに実現する 3 つの柱を掲げる。具体的には、日本から海外への学生派遣

を 50 万人（うち、大学・専門学校等は 38 万人）へ、海外からの留学生受け入れを 40 万

人（うち、大学・専門学校・日本語学校等は 38 万人）へ、教育の国際化を拡充し、英語の

みで卒業・修了が可能な大学等を 200 学部・400 研究科へ増やすといった目標である（教

育未来創造会議、2023）。2023 年 8 月、文部科学省は、これからの日本でのグローバル人
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材育成のための「せかい×まなびのプラン」を発表し、初等・中等教育段階から高等教育

段階とその後の日本社会への参画までを見据えた海外への学生派遣・留学生受け入れと教

育の国際化のための環境整備の推進を掲げた（文部科学省、2023）。その後、文部科学省は

「大学の国際化によるソーシャルインパクト創出支援事業」を 2024 年に発表した。同事業

では日本から海外への学生派遣、海外からの留学生受け入れと日本の地域社会への定着・

共生をより一層促進するため、日本の大学において多文化共修による教育研究活動を地域

や産業界との連携により推進し、多文化共生社会の実現に向けての社会的インパクトを生

み出すことを目指している（文部科学省、2024）。また、2024 年より開催された文部科学

省による有識者会議「Global × Innovation 人材育成フォーラム」最終まとめにおいても、

学生の海外派遣・受入促進と大学等の国際化推進のための環境・体制整備に多文化共修の

場づくりが不可欠であると述べられている（文部科学省、2025）。 
ここでいう「多文化共修」は、「多文化間共修」（坂本ほか、2017）や、「国際共修」（末

松、2019）で言われるような、多様な文化的背景を持つ国内学生と受入留学生（以下、国

際学生）とが、互いに交流しながらともに学びあう協働学修活動全般を意味する。互いの

あらゆる違いをこえて、意見を突き合わせながら学びあうというのは、学ぶ側にとってだ

けではなく、教える側にとっても、さまざまな能力や技量が問われることは想像に難くな

い。そして、学生の海外派遣や海外からの学生受け入れの推進とその環境整備を目指す中

で行う多文化共修であれば、ただ単に国内学生と国際学生が協働学修をすることだけが、

多文化共修の到達点ではないように理解できる。そうであるならば、多文化共修を教育形

態や教育手法の一つとして一括りにしてしまうのは、適さないのかもしれない。多文化共

修という言葉に包含される意味合いは、丁寧に見つめてとらえる必要がある。  
1.2．神戸大学における全学向け多文化共修教育の動き 
神戸大学では、かねてから国際学生と国内学生の交流支援など、全学や部局で多文化共

修実践が育まれてきた。それらの実践をふまえ、新型コロナ禍に突入した 2020 年以降、

渡日ができない国際学生と海外渡航ができない国内学生のニーズに応えるべく、全学学生

向けの多文化共修教育の拡充が急速に進んだ。 
具体的なきっかけは、国内他大学との多文化共修教育の連携プロジェクトへの参画であ

る。文部科学省「大学の国際化促進フォーラム」に採択された「国際共修ネットワークに

よる大学教育の内なる国際化の加速と世界展開（ICL-Channels プロジェクト）」へ 2021 年

度より神戸大学が参画した１。ICL-Channels プロジェクトは幹事校の東北大学をはじめ、連

携校の福島大学（2023 年度まで）・東京外国語大学・信州大学・大阪大学との共同で、多

                                                      
１同プロジェクトへの参画は、神戸大学 国際連携推進機構 国際教育総合センター（現 大学教育推

進機構 グローバル教育センター）や、大学教育推進機構 大学教育研究推進室（現 大学教育研究セ

ンター）などの連携と尽力による。 
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文化共修授業やプログラム開発、相互授業交流や授業外活動の提供を行う。ICL-Channels
プロジェクトへの参画が契機となり、神戸大学の全学学生向けに正課・正課外で多文化共

修を推進・拡充するための学内の基盤整備を進める「国際共修２事業」を大学教育推進機構

各センターや学内関連部署と適宜連携しながら 2022 年度より実施している。大学教育推

進機構に 2022 年度に新設された異分野共創型教育開発センター（以下、異分野センター）

の役割のひとつである、神戸大学内外の連携教育プログラムの構築・開発支援の一環とし

て、「国際共修事業」が異分野センターの重点課題に設定された。 
同時期に、教養教育院による全学共通授業科目（以下、全学教養教育）の改革について検

討が続いた（菊池、2024）。この全学教養教育改革により、外国語教育との接続や海外留学

派遣支援、国際学生のさらなる受け入れに向けて、2023 年度より多文化共修型の複数の正

課科目（「多言語セミナー」「グローバルラーニングスキルズ」など）を全学の学生を対象に、

教養教育院開講の全学共通授業科目として新規開講することになった。そのうちの一つが本

稿で取り上げる「複言語共修セミナー」であり、開講の経緯や背景については次項で説明す

る。これらの新規開講科目の実施状況をふまえ、2025 年度より開始の全学教養教育の新カ

リキュラムにより、教養教育院開講の多文化共修型科目（「多文化共修セミナー」など）や、

外国語科目や多文化共修型科目との接続を目的とした教養教育院開講の学部 1 年次生向け

の完全オンデマンド型必修教養科目「多言語と多文化の世界」が新規に開講された。 
このように、神戸大学の全学学生向けの多文化共修教育は、新型コロナ禍以前より全学

や部局で実施されていた取組の延長線上に、学部学生向けの正課科目から順次、拡充が進

んでいる状況である。 
 

1.3．「複言語共修セミナー」開講の背景 

前項のとおり、神戸大学では、2022 年度に開始した「国際共修事業」（異分野センター

重点課題）と同時に、全学教養教育改革の議論にあわせて、正課・正課外での多文化共修

と海外留学派遣支援を全学で推進・拡充する動きから、2023 年度より教養教育院開講で多

文化共修型の正課科目を新規開講することとなった。 

2022 年 10 月開催の教養教育委員会にて、大学教育推進機構グローバル教育センター海

外派遣教育部門長および教養教育院外国語第 II 教育部会長を務めていた林良子教授が、

「複言語共修セミナー（タンデム・外国語としての日本語 等）」を教養教育院開講の高度

教養科目３として 2023 年度より新規開講するよう申請し、承認された。昨今の円安・物価

                                                      
２ 神戸大学では、学内での意見により、「国際」に限った共修ではないという意味で「国際／多文化

間共修」と表記する場合がある。本稿では、「国際共修」（末松、2019）や「多文化間共修」（坂本ほ

か、2017）については、文部科学省の各種政策文書での表記にならい、「多文化共修」と記載する。 
３ 高度教養科目は、主に学部 3 年次・4 年次生を履修対象とし（一部は 2 年次生向け開講あり）、専

門分野が異なる学生どうしの協働学習により、学際的な学びや他者との協働の意義などを学ぶこと

を学修目標とする。ただし、2016 年度以降・2024 年度以前の学部入学生が対象。詳しくは、
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高にともない、海外留学を希望するものの費用面等から海外への渡航を躊躇する学生が国

内での留学体験を持てるようにと、学内の多文化共修環境を整備する必要があった。また、

国際学生が渡日後に神戸大学での学修や生活へ円滑に適応できるような対策が必要であっ

た。そのため、前期・後期の開講直後にあたる第 1 クォーター（以下、1Q）と第 3 クォー

ター（以下、3Q）に「複言語共修セミナー（タンデム）」を、学部 3 年次・4 年次生が履修

対象である高度教養科目の特性上、就職活動や大学院進学などに備えて前期開講時に単位

取得を希望する学生が多くなることが想定されたため、第 2 クォーター（以下、2Q）に「複

言語共修セミナー（外国語としての日本語）」を開講することにした。単位数はいずれも 1.0

である。 

2022 年 10 月に異分野センター所属教員として神戸大学に着任した村山かなえ特命講師

が、「複言語共修セミナー」の主担当教員となった。村山講師は「国際共修事業」のコーデ

ィネーターとして、全学学生向けの多文化共修型授業科目の開発支援担当であったことと、

言語教育や海外留学派遣、多文化共修の実務経験があることが主な理由である。「国際共修

事業」は、グローバル教育センターなど、大学教育推進機構内の各センターや学内関係部

署との連携で運営している。そして、異分野センターの方針として、村山講師が授業運営

などを通して「複言語共修セミナー」の開発支援後、学内の他教員が同科目の主担当にな

っても授業運営が滞りなく行えるような設計をする必要があった。そのため、「複言語共修

セミナー」の新規科目開講申請者である林教授のほかに、以前より多文化共修型の正課科

目を担当していた黒田千晴准教授が同科目の副担当教員となった。 

こうして、2023 年度より「複言語共修セミナー」が新規開講された。開講計画時点では、

演習型での授業形式のため、35 名定員を想定していた。しかし、学士課程レベルの国際学

生数や授業運営面を考慮して、1 クラスのみでクラス数を増やさずになるべく多くの学生

が履修できるよう開講する必要があった。その結果、2023 年度 1Q「複言語共修セミナー

（タンデム）」と 2Q「複言語共修セミナー（外国語としての日本語）」で、それぞれ履修学

生数が 100 名前後の規模となった。開講 2 年目の 2024 年度も引き続き、1Q と 2Q で履修

学生数が 100 名規模となり、3Q は時間割変更の影響で前年度の約 2 倍の履修学生数とな

った。2025 年度は、全学教養教育改革による新カリキュラム開始で、履修対象学年がそれ

までの学部 3 年次・4 年次に加えて、学部 1 年次に拡大したため、1Q と 2Q で履修学生数

が過去最大となった。 

主担当の村山と副担当の林・黒田は、「複言語共修セミナー」での教育実践を年々重ねる

ごとに、このような 100 名規模の履修学生による多文化共修型授業科目が、神戸大学での

全学学生向けの正課科目での多文化共修教育のモデルケースになり得るとの感触を得た。

村山・林・黒田と、2025 年度に同科目の副担当となった河津基特命講師は、この 3 年間で

                                                      
https://www.uriboportal.ofc.kobe-u.ac.jp/class-courses/highly-educated/（最終アクセス：2025 年 11 月 28
日）に記載。 
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の「複言語共修セミナー」にまつわる多文化共修教育の実践と意義を、本稿により考察す

ることにした。 

 

2．本研究の目的 

本研究では、（1）「複言語共修セミナー」での多文化共修教育の実践とその教育実践の意

義とは何か、どのような結果をもたらしたか、（2）全学教養教育においての多文化共修型

科目の価値とは何か、を考察する。さらに、神戸大学における多文化共修と国際教育交流

の課題や今後の可能性、今後の展開として何をすべきなのかを検討したい。 

 

3.「複言語共修セミナー」実施概要 

3.1．科目内容 

「複言語共修セミナー」は、社会や個人の中に複数の言語が併存している現代の状況に

鑑み、母語を含めた複数の言語を学び、自身に取り込み、分析することで、現代社会にお

ける言語の多様性、その役割を自分自身に問いかけ、よりグローバルな視点から世界の言

語・文化やそのアイデンティティについて深い学びを得ることを目指している。 

1Q と 3Q はタンデム学習を行う。タンデム学習とは、互いに異なる母語あるいは第 1 言

語の 2 人が、互いの言語や文化を相互に教え学びあう学習活動のことである。タンデム学

習は互恵性と学習者オートノミーを育む原則に基づいており（Little & Brammerts、1996）、

学生どうしでどの言語で何を学びたいかを互いに協力しながら検討の上、決定し実行する

（脇坂ほか、2020）。第 1 回目授業では、タンデム学習とは何か、学生がイメージを描ける

ように例を示しながら説明した後、実際にさまざまな言語を使う体験を学生に行ってもら

う。授業終了時、履修希望の学生には自身の言語運用能力やタンデム学習の希望言語など

をオンラインアンケートフォームに回答してもらう。この回答内容をもとに、各学生のタ

ンデムパートナーを決定する。2023 年度の新規開講当時は、第 2 回目授業からタンデム学

習を開始した。しかし、国際学生数の確保と、タンデムパートナーのマッチング作業が煩

雑であるため、同年度 3Q からは、演習型で外国語を多用する授業形式に慣れていない学

生のために、第 2 回目授業に小グループでディスカッションができる授業内活動をタンデ

ム学習への導入として実施している。2 回のタンデム学習終了後、第 5 回目授業の中間報

告会で、これまでの自分たちのタンデム学習の振り返りを行い、効果的なタンデム学習方

法を他の学生や自分のタンデムパートナーと意見交換する。残り 2 回のタンデム学習に向

けて、常に教員から受け身で学習するのではなく、自らの学びを他の学生との協働で築き

上げるよう、教員や TA・SA による言葉かけで各学生の学びを支援する。 

2Q は、外国語としての日本語をテーマに、海外で実施されている外国語としての日本語

教育の実践を取り上げる。毎週のテーマに即した小グループでのディスカッションを通し

て、外国で展開されている日本語教育の現状を知るとともに、自分自身の言語学習経験を
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見つめ、それぞれの学生が言語学習観を柔軟に持てる機会となることを目指している。 

「タンデム（1Q・3Q）」、「外国語としての日本語（2Q）」ともに、外国語科目ではなく、

教養科目として開講している。そのため、各授業の初回に注意点として、言語学習のみを

目的として受講するのではなく、いろいろな言語を使いながら何を学ぶのか、ということ

を十分に理解した上で履修することを受講学生へ説明する。また、教授言語は日本語と英

語を併用し、投影資料や LMS（BEEF+）は日本語と英語で表記する。村山が 1 人で英語を

話した直後に日本語で同じ内容を話す様子は、2 言語をスイッチングしながら聞いて理解

するということに慣れていない学生にとって、初めは困惑するようであるが、週 1 回を 8

回続ければ、次第に慣れてくる。そのことだけでも、特に言語運用能力が低位の学生にと

っては、自分の第 1 言語や母語以外でも授業が受けられるようになってくることが、やが

て自信につながる。「外国語としての日本語（2Q）」は、日本語と英語の併用はするものの、

「タンデム（1Q・3Q）」との差別化のために、英語の使用率を多めにしている。なお、「複

言語共修セミナー」は、履修学生の言語運用能力の要件は設けていない。そして、提出課

題は英語または日本語のいずれかを各学生が選択して使用する。 

 

表1 「複言語共修セミナー」シラバス 概要 
 

1Q・3Q タンデム 2Q 外国語としての日本語 

授業の 

テーマ 

当授業では、受講学生がペアワークによりお

互いの母語を教え・学び合うタンデム学習を

行う。タンデム学習による受講学生の主体性

育成と互恵的な学びを通して、受講学生が自

分の言語学習活動の再考を行い、自律学習促

進へとつなげる機会とする。 

当授業では、海外で行われている日本語教育

の実践を概観しながら、受講学生がペア/グル

ープワークによりお互いの考えや理解を話し

合う演習型形式で運営する。多文化理解を考

える手がかりとして、外国語としての日本語

を多角的に見つめることにより、受講学生が

自分の言語学習活動の再考を行うと同時に、

異なる言語や文脈における物事への洞察力を

磨く機会とする。 

授業の 

到達目標 

当授業の開講期間終了までに、受講学生が以

下の知識や技能を身につけることを目標とす

る。 

（1）国際/多文化理解や他者/相互理解を多面

的に行うことができる。 
（2）受講学生自身の言語学習活動への様々な

視点の内省を通して、当科目修得後に自らの

目的に応じた言語学習活動を自律的に行うこ

とができる。 
（3）複言語での学びの意義を理解することが

できる。 

当授業の開講期間終了までに、受講学生が以

下の知識や技能を身につけることを目標とす

る。 

（1）国際/多文化理解や他者/相互理解を多面

的に行うことができる。 
（2）海外で行われている日本語教育の実践を

多角的に見つめることで、当科目修得後に自

らの言語学修や言語観を俯瞰して捉えること

ができる。 
（3）複言語での学びの意義への理解を自らの

言葉で表現することができる。 
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授業の 

概要と 

計画 

第 1 回 授業概要説明 
タンデム学習について 

第 2 回 タンデム学習のための 
イントロダクション 

第 3 回 タンデム学習 1 
第 4 回 タンデム学習 2 
第 5 回 中間報告会 
第 6 回 タンデム学習 3 
第 7 回 タンデム学習 4 
第 8 回 まとめ・グループ課題作業 

第 1 回 授業概要説明、 
言語を学ぶこととは 

第 2 回 イントロダクション、 
Languages Other Than English 

第 3 回 特別講義：海外の日本語教育 
日本語学習者としての 
キャリア形成 

第 4 回 L2 日本語の教科書 
第 5 回  バイリンガル・マルチリンガル 

に生きる 
第 6 回  日本で働き定住するために 
第 7 回  グループプロジェクト 
第 8 回  まとめ・グループプロジェクト 

成績評価 
方法 

平常点評価（100%） 
内訳：以下の 4 項目を総合的に判断する。 
1. 出席、授業への参加・貢献度（20%） 
2. 学びのポートフォリオ（40%） 
3. 学期末グループ課題（20%） 
4. 学期末個人課題（20%） 

平常点評価（100%） 
内訳：以下の 3 項目を総合的に判断する。 
1. 出席、授業への参加・貢献度、コメントペ

ーパー（40%） 
2. グループプロジェクト（30%） 
3. 学期末個人課題（30%） 

履修上の 

注意 

世界各国で話される多様な言語を学び合うこ

とを学修目標としているため、自分の希望す

る言語母語話者と必ずしもペアにならないこ

とを予め理解した上で履修すること。また、

英語の学習を目的とした授業ではないことを

理解したうえで参加すること。 

英語の学習を目的とした授業ではないことを

理解したうえで参加すること。 

学生の 

言語運用 

能力要件 

なし なし 

授業での 

使用言語 

日本語及び英語の併用：授業説明は日本語

（50%）および英語（50%）を使用。タンデ

ム学習時は日本語とパートナーの母語で学習

する。成績評価に関わる提出物については、 
受講学生が使用言語（英語あるいは日本語）

を選択できる（詳細は授業内で別途指示す

る）。 

日本語及び英語の併用：授業説明は日本語

（30%）および英語（70%）を使用。成績評

価に関わる提出物については、受講学生が使

用言語（英語あるいは日本語）を選択できる

（詳細は授業内で別途指示する）。 

 

3.2．実施体制 

「複言語共修セミナー」の授業実施体制は、表 2 の通りである。村山講師は同科目の運

営統括を行う。副担当教員へは、授業内容の共有や授業運営上の助言を求める。授業外で

は、オンラインのチャットグループを使って意見交換を適宜行う。今後の多文化共修科目

の展開を見据え、2025 年度から河津基特命講師が副担当となった。 

さらに、国際学生数の確保と、大学院学生のキャリアパスの機会を見据え、大学院所属

の国際学生 1 名を TA に、学部所属の国内学生 1 名を SA として、各クォーターで雇用し
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ている。TA・SA ともに、言語運用能力は特に定めていないが、教授言語が日本語と英語

の併用のため、授業運営に支障のない程度に意思疎通が図れることが望ましい。TA・SA は、

備品の用意や履修学生の出欠確認、授業内活動時の各学生の様子を机間観察で確認し適宜

サポートを行うなど、授業運営補助の役割を主に担う。毎授業後に、村山と授業中に気に

なった学生の様子について意見交換の時間を 20 分程度で行う。 

 

表 2 「複言語共修セミナー」実施体制一覧 

  2023年度 2024年度 2025年度 

1Q 

タンデム 

主担当 村山 

副担当 林・黒田 河津 

TA 国際学生 1名： 

国際協力研究科 D3 

（韓国） 

国際学生 1名： 

国際文化学研究科 D2 

（中国） 

国際学生 1名： 

国際文化学研究科 M2 

（ミャンマー） 

SA 国内学生 1名： 

国際人間科学部 

グローバル文化学科3年 

国内学生 1名： 

国際人間科学部 

グローバル文化学科4年 

国内学生 1名： 

工学部 応用化学科4年 

2Q 

外国語 

としての 

日本語 

主担当 村山 

副担当 黒田 河津 

TA 国際学生 1名： 

国際協力研究科 D3 

（韓国） 

国際学生 1名： 

国際文化学研究科 D2 

（中国） 

国際学生 1名： 

国際文化学研究科 M2 

（ミャンマー） 

SA 国内学生 1名: 

国際人間科学部 

グローバル文化学科3年 

国内学生 1名： 

国際人間科学部 

グローバル文化学科4年 

国内学生 1名： 

工学部 応用化学科4年 

3Q 

タンデム 

主担当 村山 

副担当 林・黒田 河津 

TA 国際学生 1名： 

国際協力研究科 D3 

（韓国） 

国際学生 1名： 

国際文化学研究科 D2 

（中国） 

国際学生 1名： 

国際文化学研究科 M2 

（ミャンマー） 

SA 国内学生 1名: 

国際人間科学部 

グローバル文化学科3年 

国内学生 1名： 

国際人間科学部 

グローバル文化学科4年 

国内学生 1名： 

工学部 応用化学科4年 

 

3.3．受講学生数 実績 

本項では、「複言語共修セミナー」の受講学生数の内訳を示す。図 1 は、開講年度・クオ

ーター毎の国内学生と国際学生の受講者数（聴講生を含む）を示している。主な傾向は、

「タンデム（1Q）」、「外国語としての日本語（2Q）」は、受講学生が年々増加しており、概

ね 100 名超となった。「タンデム（3Q）」については、2023 年度は木曜 5 限開講で、国内学

生・国際学生ともに履修しづらい時限だと判明したため、2024 年度からは 1Q・2Q と同じ
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く木曜 4 限に開講したところ、前年度の受講学生数より倍増した。2025 年度は学部 1 年次

生が履修対象に新たに加わったことが影響し、「タンデム（1Q）」、「外国語としての日本語

（2Q）」は、国内学生数が国際学生数の約 3 倍となったのに対し、「タンデム（3Q）」は国

内学生と国際学生が同数に近い割合で推移している。これは、2025 年度より教養教育院開

講の多文化共修型科目を新規に複数開講したため、国際学生を中心に履修学生が一定数分

配されたと考えられる。 

図 2 は、開講年度・クオーター毎の所属学部別の国内学生と国際学生の受講者数（聴講

生を含む）をまとめたものである。人数の差はあるものの、ほぼ全ての学部所属学生が「複

言語共修セミナー」を受講しており、全般的に国際人間科学部・経営学部・経済学部の各

所属学生が受講者数上位を占めた。また、2023 年度には、工学部所属学生が全体の受講者

数の 1 位または 2 位であったが、2024・2025 年度と工学部所属学生の受講者数が減少して

いる。2025 年度には農学部所属学生が増加し、医学部所属学生が初めて「複言語共修セミ

ナー」を履修した。 

なお、大学院修士課程レベルの交換留学受入学生や研究生で、同科目に興味関心のある

国際学生を中心に、学生本人の申し出を受けて聴講生としての受講を認めている。これは、

2023 年度の新規開講時に行き違いで複数の大学院修士課程レベルの交換留学受入学生が、

履修できる（つまり単位付与あり）との認識で同科目の初回授業に出席したことに起因す

る。現状は残念ながら、教養教育院開講科目は学士課程レベルの学生のみが履修可能であ

る。新規開講当時は、第 2 回目授業からタンデム学習を始めることになっていたことと、

授業の構成上、一定数の国際学生が必要であるため、これらの事情をふまえて、菊池誠教

養教育院長へ相談し、特別に担当教員の裁量で聴講生受講の許可をいただいた。聴講を希

望する国際学生については、毎回の授業への出席と授業内活動への参加を義務付けている。 

 

図1 「複言語共修セミナー」受講者数：国内・国際学生別 内訳（聴講生を含む） 
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図2 「複言語共修セミナー」受講者数：学部別 内訳（聴講生を含む） 

 

図 3 は、「複言語共修セミナー」開講年度とクォーター別に、国内学生（聴講を除く）と

国際学生（正規：学位留学生のみ、神戸大学での学年が判明するため）の履修者数を学年

別にまとめたものである。また、4 年次以上の学生は 4 年次に含めた。総じて、3 年次学生

の履修がもっとも多いが、「複言語共修セミナー」の履修対象である 1・3・4 年次学生が概

ね均等に履修している。全学教養教育改革による新カリキュラムが導入された 2025 年度

は、1 年次生の履修が一定数あり、特に「外国語としての日本語（2Q）」で 1 年次生が全履

修者の半数近くを占めた。その一因は、同年度から新規開講された学部 1 年次生必修科目

の一つである完全オンデマンド型全学教養科目「多言語と多文化の世界」にて、村山が担

当した「外国語としての日本語」をテーマにした映像教材の中で「複言語共修セミナー（タ

ンデム・外国語としての日本語）」を宣伝したことによる。この映像教材で学び、早速「外

国語としての日本語（2Q）」の履修を決めたといった意見が 1 年次生から多く寄せられた。 
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図3 「複言語共修セミナー」履修者数 学年別 内訳 

注：国際学生は正規学生（学位留学生）の人数。4 年次以上は 4 年次に含む。 

 

図 4 では、「複言語共修セミナー」を履修した国際学生（正規および非正規、聴講生は除

く）の出身国・地域をエリア別にして、開講年度・クオーターと学生区分別にまとめた。

なお、「タンデム（3Q）」は日本語・日本文化研修留学生（日研生）の履修がなかった。 

図 4 が示す通り、「複言語共修セミナー」を受講する国際学生全体の約 9 割以上は交換

留学受入学生である。多くは欧州やアジア、北米を中心に神戸大学へやってきた交換留学

受入学生が履修している。また、「タンデム（1Q）」と「外国語としての日本語（2Q）」は

国際学生（正規および非正規）の履修者数が多く、約 30 の国・地域からの国際学生が履修

する。したがって、「複言語共修セミナー」の毎授業は、国際色豊かな多文化共修環境であ

ると言える。また、「タンデム（1Q・3Q）」授業で、互いに異なる母語あるいは第 1 言語の

2 人が、互いの言語や文化を相互に教え学びあう学習活動であるタンデム学習を行うこと

から、国際学生の出身国や母語・第 1 言語の種類が多ければ多いほど、国内学生のタンデ

ム学習希望に応じてのタンデムパートナーのマッチングが行いやすくなる。よって、特に

「タンデム（1Q・3Q）」を履修する国際学生は、可能な限り母語あるいは使用可能な言語

が多様であることが望ましい。 
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図4 「複言語共修セミナー」履修 国際学生（正規・非正規）出身国・地域 内訳 

注：「学位」は正規留学生（学位留学生）を、「交換」は交換留学受入学生を、「日研」は日本

語・日本文化研修留学生（日研生）を表す。 

 

図 5 は、「複言語共修セミナー」を履修した国内学生の海外留学派遣実績をまとめたもの

である。図 5 が示すように、同科目の履修前と履修後に、神戸大学主催の海外留学プログ

ラムへ参加している国内学生数は、いまだ限定的であることがわかる。当初、「複言語共修

セミナー」は、神戸大学在学中に海外留学実現を希望する学生や、海外留学派遣前の学生

の履修を想定していた。しかし、同科目の履修前年度に神戸大学主催の海外留学派遣プロ

グラム、特に 3 ヶ月未満の短期海外研修に参加している国内学生が増加していることがわ

かった。なかには、派遣先国で培った現地語の運用能力の維持のために、交換留学から帰

国後に同科目を履修する学生が少なからず存在することがわかった。また、履修年度に海

外留学した大半の学生が大学主催の 1 学期間または 1 学年間の交換留学等へ派遣されてい

ることと、その傾向が「タンデム（1Q）」と「外国語としての日本語（2Q）」履修学生に顕

著に見られる。したがって、新規開講当初に想定していたように、1Q・2Q 開講の前期期間

は海外留学派遣前の学生が自身の留学準備として「複言語共修セミナー」を履修している

と理解できる。一方で、図 5 で明らかなように、図 1 で示した国内学生数の規模ほどの海

外留学派遣実績数ではないことから、「複言語共修セミナー」を履修する大半の国内学生は、

同科目の授業で海外留学体験をしきれていると認識している可能性が考えられる。この点
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は、今後の「複言語共修セミナー」開講の検討課題の一つとして、国内学生の同科目の履

修動機と履修後の動向を丁寧に検証する必要がある。 

 

 

図5 「複言語共修セミナー」履修 国内学生 海外留学派遣実績 内訳 

注：「前」は履修年度の前年度まで、「開講」は履修年度、「次」は履修年度の翌年度を表す。 

 

4．「複言語共修セミナー」開講で得られた示唆 

新規開講から 3 年が過ぎようとしている今、「複言語共修セミナー」の実施運営と教育実

践の蓄積により、教養教育がもたらす多文化共修の価値に関して、さまざまな示唆が得ら

れた。まず、受講学生の毎回の授業での受講態度や成績評価課題各種の提出内容から、100

名超規模のクラスは多文化共修が不可能であると言い切れないと推察できた。ただし、こ

れは、菊池（2025）が言及するように、国内学生と国際学生がともに、他の学生と多くの

協働作業を行いながら学修する演習型授業への適性と強い学修意欲を備えた学生が、同科

目を履修しているから成立することだと言える。神戸大学全体で見れば、科目内容に興味

関心はあっても、授業スタイルが他者との協働による演習型授業であるために、外国語を

使って他の学生と意思疎通を図ることに苦手意識を抱いているような、履修をためらう学

生が少なからず存在することは容易に考えられる。しかし、毎回の授業内の様子や、各授

業後に提出を課している学修ポートフォリオ（コメントペーパー）、期末の提出課題などへ

の学生たちの記述内容を見る限り、決して外向的な学生ばかりが大挙して同科目を履修し

ている訳ではない。むしろ、一見外向的に振る舞っていても、自分の意見が他の学生に理
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解されないのではないか、他の学生が何を言っているのかわからないことをどう伝えれば

いいのだろうか、といった他者と意思疎通を図りながらの協働で出会う葛藤や焦燥を、自

らの学びの機会に直向きに転換していこうとする姿を、それぞれの学生たちが存分に見せ

ながら同科目の履修をしているのが、毎クォーターで多く見られる状況である。 

このような同科目の受講学生の学修の光景は、クラスサイズや受講学生の人数が多いか

らといって、多文化共修が不可能だと断言できるものではない。つまり、多文化共修のよ

うな、多様な文化的背景を持った学生どうしが共に学びあうことが前提として存在する授

業形態であることを、学生だけでなく、教職員がともにどのようにして向き合うかどうか

だと言える。学生どうしの学びあいを通して、それぞれの学生たちの学びの様子をいかに

教職員が受け止め、寄り添い並走し、時にはただ見守り、時には助言を行うことで、学生

が学修していき、その姿に感化されて教職員が学びをさらに深めて、自身の教育研究活動

へとつなげていけるか、である。教える相手が１人でも多数でも、教える側の姿勢次第で

どのようにでも受講学生の学修は展開できるということを、「複言語共修セミナー」を担当

して筆者らは改めて学ぶことができた。とはいえ、教える側の教育姿勢が同科目の受講学

生の学修成果にどのように影響するのかは、現状では明らかにできていない。今後の同科

目においての検証課題の一つである。 

当然ながら、1 クラスの受講学生数の規模としては、100 名超は多人数である。「複言語

共修セミナー」主担当教員の村山にとって、神戸大学着任までは、最大でも 50 人程度の規

模の多文化共修しか教授経験がなかった。そのため、100 名超の多人数で行う多文化共修

は、村山自身の大学教員としての新たな学びと成長の機会を与えてくれた。履修学生はも

ちろんのこと、副担当教員の林・黒田・河津や、TA・SA 担当学生たちの存在が、村山に

とっては何より非常に心強く、それぞれとの協働があって初めて 100 名超の多文化共修ク

ラスが成立したことは、心底感謝の念に堪えない。同様に、林・黒田・河津にとっても、

100 名超のクラスサイズで行う多文化共修の教育実践から、外国語教育や国際教育交流へ

の新たな可能性を思い巡らす機会になった。100 名超の多人数で行う「複言語共修セミナ

ー」の実施運営は結果として、堀江（2025）が言及するような、筆者らが協働で多文化共

修教育に取り組むことで、受講学生たちとともに育む自身の教員としての学びと成長の機

会となったと言える。加えて、教員と学生との間でいろいろなつながりの存在である TA・

SA 担当学生の存在は非常に大きい。その意味では、クラスサイズだけでなく、ともに授業

を作り上げる仲間として、TA・SA の配置は必要不可欠である。 

これだけの人数規模のクラスで意外だったことの一つは、受講学生の出席率の高さであ

る。表 3 は、「複言語共修セミナー」の出席率を開講年度とクオーターごとに一覧にまとめ

たものである。各授業回や年度により若干の変動はあるものの、出席率の平均が総じて80%

から 95%と非常に高かった。学生の本分は学業であるため、受講学生が毎回の授業に出席

するのは当然の行いである。しかしながら、特に学部 3・4 年次生は、就職活動やインター
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ンシップへの出席のために授業を欠席することもあり得る。そんな中、「タンデム（1Q・

3Q）」では自分のタンデムパートナーとの学習時間を無駄にしたくないとの強い思いや、

「外国語としての日本語（2Q）」での毎授業での小グループでのディスカッションを、学

生自身が自らの貴重な学びと成長の時間であると認識している様子が、受講態度や毎週の

コメントペーパーなどから観察できた。この出席率の結果は、相対的に履修学生の「複言

語共修セミナー」への期待と意欲の高さが表れていると筆者らは認識している。 

 

表 3 「複言語共修セミナー」受講学生 出席率 内訳 
 

2023年度 2024年度 2025年度 

1Q 

タンデム 

平均 94.8% 93.7% 94.4% 

最大 98.1%（第2回） 97.2%（第8回） 98.6%（第8回） 

最小 92.6%（第6回） 86.3%（第4回） 90.8%（第2回） 

2Q 

外国語としての 

日本語 

平均 91.8% 86.7% 87.8% 

最大 96.3%（第3回） 93.1%（第1回） 97.5%（第1回） 

最小 85.5%（第8回） 78.7%（第4回） 80.8%（第3回） 

3Q 

タンデム 

平均 81.9% 90.7% 95.1% 

最大 92.1%（第3回） 96.5%（第1回） 97.7%（第4回、第5回） 

最小 65.7%（第1回） 79.4%（第5回） 93.0%（第6回） 

 

受講学生の学修成果については、精査が必要である。複言語での学習環境の中で、受講

学生たちがどのような学びを構築しているか、そしてその学びの内容をいかに成績評価と

して反映していくかは今後の課題である。「複言語共修セミナー」を履修することで、学生

たちは言語習得に関心を強く持つのか、それとも他国の文化を知るなど異文化間の側面に

関心を寄せるのかといった複言語環境における多文化共修での学生の学びは、正課科目の

成果物として、何を持って測れるかという議論とつながり、今も学生への提出課題の設定

などで試行を重ねているところである。 

受講学生の学修成果をどのように測るかという点を考えるべく、筆者らが試験的に実施

した受講学生への調査結果を、一例としてここに挙げておく。言語運用能力、特に「複言

語共修セミナー」を履修する大勢の国際学生の履修動機として挙げられる日本語運用能力

についての学生の自己評価を、2024 年度より第 8 回目授業終了時に課している。その結果

を示したのが、図 6 である。「この授業を通して、あなたは自分の日本語運用能力が上がっ

たと思いますか。」との問いに、最も当てはまる選択肢を一つ選ぶ方式で実施している。こ

の設問への回答内容は成績評価に含まれない。2024・2025 年度の日本語母語話者（主に国

内学生）と日本語非母語話者（主に国際学生）の両方とも、「そう思う」を一番多く選んで
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いる。一方、「全くそう思わない」「あまり思わない」と回答している国内学生は国際学生

への説明の際に「やさしい日本語」を使うことを意識した様子を、国際学生は自習では学

べないような国内学生が使う日本語表現を学べたことがうれしかったといった様子を、同

設問への補足回答で述べていることは興味深い。どの学生も何らかの学びを得てはいるが、

「全くそう思わない」「あまり思わない」と回答した学生にとっては、自分の日本語運用能

力に変化があった様子へは気づきにくい場合が少なからずあることが理解できた。 

 

 

図6 第 8回目授業で実施する日本語運用能力に関する学生自己評価結果 

 

「複言語共修セミナー」を科目として履修学生がどのように認識しているかについては、

全学で行う「授業振り返りアンケート」のほかに、第 8 回目授業で履修学生に回答しても

らう簡単なアンケートを 2023 年度 2Q より実施している。「この科目の一番の魅力や良さ

は何ですか」との問いへの自由記述の回答結果を、ユーザーローカル AI テキストマイニ

ングにより分析した。図 2 は、共起と出現数の度合いを示した共起キーワードである。出

現数が多いほど円が大きく、共起が強いほど太線になる。図 2 からは、授業を通じて国際

学生と交流ができることや、日本語を国内学生と一緒に話しながら使えることが同科目の

良さであると多くの学生が回答していることがわかる。また、名詞に係る形容詞・動詞・

名詞を見る係り受け解析結果から、グループワークなどの授業内活動を通して、日頃交流

する機会が少ない国際学生や国内学生との共修を同科目の良さと認識している学生が多く

いることがわかった。 
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図 7 受講学生が考える「複言語共修セミナー」の魅力 

出所：ユーザーローカル テキストマイニングツール（https://textmining.userlocal.jp/）による分析。 

当該ウェブサイト上では、品詞により円が色分けで表示される（例：名詞は青色、動詞はピンク

色）。 

 

5．「複言語共修セミナー」開講で見えた課題 

新規開講から 3 年の間に、一定数の履修学生が存在し、多文化共修科目として学生の認

知が広がるなか、いくつかの課題が見えてきた。1 つ目は、国際学生数の確保である。特

に「タンデム（1Q・3Q）」では、国際学生と国内学生がタンデムパートナーとなって、ペ

アあるいは小グループを編成する必要があることから、教員らによる科目の宣伝活動が欠

かせない。同科目は交換留学受入学生と日研生が履修（単位付与）可能であることと、同

科目を履修する国際学生は大半が交換留学受入学生であるため、さらなる周知広報と履修

案内の徹底および全学部署による学生への環境整備が急務である。また、聴講学生として

受講した大学院修士課程レベルの複数の交換留学受入学生から、同科目を大学院所属学生

も履修できるようにしてほしいとの要望が度々あった。そのため、学内制度の弾力・柔軟

化が必要になってきたと言える。特に国際学生受入については、既存の学内の教務から、

より一歩進んだ新たな段階へと移行する時期に来ている。 
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2 つ目の課題は、TA・SA 雇用予算の不安定化である。毎学期、教養教育院へ TA・SA 予

算を申請するが満額採択になることは少ない。不足分の予算は異分野センター配分予算で

補填しているのが現状である。これは同科目に限らず、教養教育院が抱える慢性的な課題

である。今後、神戸大学が多文化共修を全学で推し進めていくのであれば、多文化共修型

科目専用の TA・SA 制度を新設し、そのための予算を確保すべきかもしれない。過年度の

TA・SA の進路実績から、国内学生と国際学生の双方にとって、また、特に大学院学生に

とっては、TA 制度の活用で自身のキャリアパスへとつながる貴重な機会となる。この点

は、学内で議論を深めながら制度として確立される道を見出したいところである。 

3 つ目は、生成 AI との共存である。授業内活動や提出課題にどの程度生成 AI の利用を

認めるかについては、多文化共修に限らず、我々の生活のあらゆる場面で加速度的に迫ら

れた大きな課題である。ちょうど、本稿の執筆中であった 2025 年度「タンデム（3Q）」で、

生成 AI にタンデム学習言語の復習クイズを事前に作成してもらい、そのクイズを自分た

ちのタンデム学習時間に持参しているペアがいた。生成 AI は、工夫次第で学習リソース

にもなり得る一方、何でも解決してくれる生成 AI に気づかないうちに頼りきりになる怖

さも秘めている。教員に関して言えば、業務効率化としては生成 AI を使いこなせれば楽

なことこの上ない。しかし、学生の提出物の内容を確認する作業や、TA・SA との対話を

通して、教員自身の教授経験を振り返ることのできる教員のための学びの機会の尊さも存

在する。良し悪しだけで判断せず、生成 AI とどのように共存できるか、まずは多様な考え

や実践例を知るところからを地道に行うしかない。 

最後、4 つ目は担当教員の独自性を求めるのか、それとも汎用性を上げるべきなのか、

である。「複言語共修セミナー」だけに限らず、多文化共修を行う教員には、どのような素

養や技能が必要なのか。演習型で、「意味ある交流（meaningful interaction）」（末松、2019）

がある授業を展開するには、一朝一夕では培うことのできない能力が必要なのか。教えて

もらって習得する技能ではないのか。もし、多文化共修を行う教員に特定の素養や技能が

必要なのであれば、そもそも誰でも教えられるような科目を作ること自体、ナンセンスに

も思えてしまう。「複言語共修セミナー」を担当してみて、属人的な科目運営で独自性を追

求することと、誰でも教えられるような汎用性が高い多文化共修科目として開発すること

の間で揺れ動いている。3 つ目の課題の生成 AI との共存と同様に、すぐに答えが出ない課

題である。神戸大学全体における「複言語共修セミナー」という正課科目の存在と、同科

目担当教員の個々のキャリア開発の両方の視点から、この課題を引き続き探究したい。 

 

6．さいごに：今後の展望 

本稿は、2023 年度に教養教育院開講で新たに始まった多文化共修型科目である「複言語

共修セミナー」のこれまでの教育実践とその意義について、同科目の実施状況をもとに考

察を行った。今後も引き続き、多文化共修を学内で推進するにあたり、やはり検討しなけ
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ればならないのは、神戸大学における「多文化共修」をどのように定義するか、である。

そもそも、神戸大学に「多文化共修」の定義が必要なのか、ということから考え始めてみ

たい。国際学生を「留学生」とみなすか「学生」とみなすかという視点（田中、2016）が

抜け落ちれば、「多文化共修」を何か特別なもの、特定の人々しか関われないとみなすこと

と通じるようにとらえることができる。加えて、「複言語共修セミナー」のような多人数で

行う多文化共修から、神戸大学が今後のために変容できること、変容すべきことは何か。

学生と教職員がともに学びあい、多文化共修により相手を通して自分たちを知るような、

そのような学びのコミュニティとして、「複言語共修セミナー」は存在していると言える。

しかし、そうであるとしても、学生と教職員がともに学びあうことは、多文化共修だけで

しか実現できないとは必ずしも言えない。「複言語共修セミナー」のような異分野共創型で

多人数で行う多文化共修での教育実践から、学生の学びの過程の分析や学修成果の検証、

教える側の教育姿勢と学生の学修成果への影響など、神戸大学の全学学生向けの多文化共

修の今後の姿に思いを馳せながら、今後も探究を続けたい。 
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